
特集　貧困の連鎖と格差の固定化

１　はじめに
人々の社会階層などによって、健康状態にも

差が生じているといった「健康格差」については、

その格差を縮小することが求められてきた。

「健康格差」に関連して、海外では、健康の

社会的勾配などに関する形で研究が展開されて

きた。例えば、イギリス・ロンドンで働く男性

の公務員を対象とした調査結果を分析した、い

わゆる Whitehall 研究では、生活習慣等を統制

した上で、雇用等級が低くなると、冠動脈性心

疾患による死亡率が高くなるといった、人々の

経済状況と健康状態が関連性を有していること

などが指摘されている（Marmot et al．，1978）。

その後も研究が蓄積され、経済状況が良くなく、

社会階層が高くない層において、健康状態の良

くない状況が多く確認されるといったように、

社会階層が、身体的および精神的な意味におけ

る健康の社会的勾配に影響を与えていることが

指摘されてきたのである（Marmot，2017）。

日本においては、1990 年代後半から 2000 年

代にかけて、所得再分配などの文脈から、所得

格差拡大としての格差社会に関心が集まってい

た中で、健康分野における格差としての「健康

格差」にも焦点が当てられていた。特に、『健康

格差社会』（近藤，2005）を記し、日本の「健康

社会」に言及した近藤克則らによる研究が知ら
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〜要旨〜
これまで、人々の経済状況と健康状態の関連性について研究が行われてきた。本研究では、特に貧

困であることがもたらす影響を解明すべく、所得および貯蓄から見た人々の経済状況が、健康状態に

与える影響について、「国民生活基礎調査」（2013 年）の匿名データを用いた分析を行った。その結果、

年齢や、規則的な食事・運動・睡眠といった生活習慣が、人々の健康状態に影響する中で、それらを

統制した上でも、人々の経済状況が健康状態に影響する様子が確認された。特に、所得に基づいて分

類された貧困層であることは、健康状態の悪化を促進する傾向が有意となっていた。また、健康診断

等の受診には身体的健康などに関する健康状態の悪化を抑制させうる効果がある中で、費用面での支

援などによって貧困層の受診を促進する重要性が示唆された。そして、精神的健康などに関する健康

状態については、無料健康相談の取り組みの拡大などの重要性が示唆された。
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れている。例えば、高齢者を対象とした調査結

果を分析した研究では、低所得層ほど鬱状態の

者が多くなる様子などが確認されている（近藤，

2007）。そうした成果を踏まえ、成人期の人々の

健康については、小児期・青年期の健康資本な

どとともに、成人期の生活習慣、そして社会経

済的状況が、影響を与えている構図などが示さ

れている（近藤，2010）。

こうした日本の健康格差に焦点が当てられて

きた中で、政策においてもその縮小が目指され

てきた。健康増進法に基づく、国民の健康の増

進の総合的な推進を図るための基本的な方針に

おいては、健康寿命の延伸とともに、社会経済

的状況などの違いによる健康状態の差としての

健康格差について、その縮小を実現することが

基本的な方向性として示されてきた。

さて、日本においては、健康に関する公的な

統計調査が行われている。そのうちの一つとし

て、国の基幹統計に含まれる、厚生労働省によ

る「国民生活基礎調査」がある。この調査の結

果は、所得格差に関する研究においては、相対

的貧困率を算出する際などにも活用される。公

的統計の活用の文脈で、近年、その二次的利用

も推進される中において、本論文では、「国民生

活基礎調査」データを用いた分析に取り組み、

改めて、人々の経済状況と健康状態の関連性に

ついて確認した上で、それらへの対応を検討し

ていくことを目指す。

２　分析の概要
本研究においては、「国民生活基礎調査」（2013

年）の匿名データ 1）を用いた分析を行い、国の

基幹統計として把握されている調査結果から、

人々の経済状況と健康状態の関連性などについ

て検証を行う。「国民生活基礎調査」の匿名デー

タを用い、人々の経済状況と健康状態の関連性

などに言及した先行研究としては、平原幸輝

（2025）による研究がある。そこでは、1998 年

と 2013 年の「国民生活基礎調査」の匿名データ

を用いた分析を行い、性別や年齢を統制した上

でも、貧困層であることが、人々の主観的健康

の悪化などに悪影響を与えているものの、富裕

層であることは、人々の主観的健康の悪化を抑

制することには直結していない様子などが確認

されている。人々の経済状況と健康状態の関連

性が確認された中で、貧困が健康悪化の要因と

なっているというこの構図は、1998 年データで

も 2013 年データでも確認された。また、その影

響力は、1998 年から 2013 年にかけて、強まっ

ていることも確認され、貧困層への健康支援の

重要性などが指摘されたのである。

上記の研究は、貧困層に加えて、富裕層の状

況を捉えることによって、人々の所得階層と健

康状態の関連性を、基幹統計を用いて明らかに

するといった点で、意義があった。一方で、対

策が必要とされた貧困層について、より詳細な

分析を行う余地は残されていた。そこで、先述

の研究を第一弾、本研究を第二弾と位置付け、

貧困により焦点を当てた分析を進めていくこと

を目指す。

「国民生活基礎調査」の匿名データにおいて

は、人々の世帯年収や世帯人員数などが網羅さ

れている。本研究でも、先述の先行研究を踏襲

し、世帯年収を、世帯人員数の平方根で割るこ

とによって等価所得を算出した上で、その中央

値の 2 分の 1 を貧困線として設定し、その貧困

線を等価所得が下回る人々を貧困層に分類した。

上記の貧困層は、等価所得という所得によっ

て分類されたものである。一方で、人々の経済

状況としては、所得に加えて、貯蓄や資産につ

いても論点となりうる。例えば、退職後の高齢

者にとっては、貯蓄や資産が、自身の経済状況
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を考える際の大きな部分を占めることなども考

えられる。そこで、本研究では、所得だけでなく、

資産から見た貧困についての検討を行った先行

研究（徳冨，2018）による分類を踏襲し、個人

の貯蓄額が、先述の貧困線の 4 分の 1 を下回る

者を、貯蓄貧困層に分類することとした。つまり、

現在の貯蓄から見ると、貧困線が設定された生

活水準を 3 ヶ月間維持することは困難となって

いる人々が、この貯蓄貧困層に分類されること

になる。

本分析では、20 歳以上を対象として（n ＝

13,400）、この所得と貯蓄から見た人々の経済状

況と健康状態の関連性などについて、検証を行っ

ていく。

３　�所得と貯蓄から見た人々の経済状況と
健康状態の関連性

「国民生活基礎調査」（2013 年）の匿名データ

において、人々の経済状況別に、健康状態に関

連する質問への回答について、検討を行った。

その結果をまとめたものが、表 1 である。

「国民生活基礎調査」では、「あなたは現在、

健康上の問題で日常生活に何か影響があります

か」という質問に対して、「ある」「ない」とい

う選択肢から回答させる設問がある。この設問

で「ある」と回答した者の割合を確認すると、

非貧困層に対して、貧困層の値が高くなってい

た。なお、貯蓄貧困層と貯蓄非貧困層はともに

14.5％前後の値を記録していた。

「国民生活基礎調査」では、「あなたの現在の

健康状態はいかがですか」という質問に対して、

「よい」「まあよい」「ふつう」「あまりよくない」

「よくない」という選択肢から回答させる設問が

ある。いわゆる主観的健康に関する設問である。

この設問で「あまりよくない」「よくない」と回

答した者を、主観的健康が「悪い」者に分類し

た上で、その割合を確認すると、非貧困層に対

して、貧困層の値が高くなっていた。また、貯

蓄非貧困層に対して、貯蓄貧困層の値が高くなっ

ていた。

「国民生活基礎調査」では、「あなたは現在、

日常生活で悩みやストレスがありますか」とい

う質問に対して、「ある」「ない」という選択肢

から回答させる設問がある。この設問で「ある」

と回答した者の割合を確認すると、非貧困層に

対して、貧困層の値が高くなっていた。また、

貯蓄非貧困層に対して、貯蓄貧困層の値が高く

なっていた。

以上のように、人々の経済状況について、所

得から見た人々の経済状況と健康状態には関連

性があることが示され、貯蓄から見た人々の経

済状況と健康状態にも関連性があることが概ね

示された。

表 1　人々の経済状況と健康状態の関連性

※「国民生活基礎調査」（2013年）の匿名データより算出。
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４　�所得と貯蓄から見た人々の経済状況が健
康状態に与える影響

人々の経済状況が健康状態にどのように影響

しているのかといったことを確認するために、

健康状態に関する変数を従属変数に設定した二

項ロジスティック回帰分析を行った。

その際、独立変数には、先行研究（平原，

2025）を踏まえて性別や年齢に関する変数を、

健康状態に対して社会経済的状況や生活習慣な

どが影響を与えているという指摘（近藤，2010）

を踏まえて人々の生活習慣に関する変数を、そ

して、所得や貯蓄から見た経済状況を表す変数

を、それぞれ投入した。生活習慣については、

過去 1 年間に健康診断・健康診査・人間ドック

を受診したか否という、健康診断等に関する項

目や、日ごろ健康のために行っている習慣・行

動に関する項目を、該当・非該当を示すダミー

変数を作成し、それぞれ投入した。その結果を

まとめたものが、表 2 である。

日常生活への影響について、性別に関しては、

女性と比較して、男性の方が「ある」と回答す

る傾向が強かった。年齢に関しては、20 代と比

較して、40 歳以上が「ある」と回答する傾向が

強かった。健康診断等については、受診してい

表 2　人々の経済状況が健康状態に与える影響

※「国民生活基礎調査」（2013 年）の匿名データより算出。
※「**」は 1％、「*」は 5％、「+」は 10％水準で、それぞれ有意であることを示している。
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る者と比較して、受診していない者の方が「あ

る」と回答する傾向が強かった。生活習慣に関

しては、規則正しく朝・昼・夕の食事をとって

いる人、適度に運動をするか身体を動かしてい

る人、睡眠を十分にとっている人は、それらを

行っていない人と比較して、「ある」と回答する

傾向が弱かった。所得から見た経済状況に関し

ては、非貧困層と比較して、貧困層の方が「ある」

と回答する傾向が強かった。なお、貯蓄から見

た経済状況に関しては、貯蓄非貧困層と比較し

て、貯蓄貧困層の方が「ある」と回答する割合は、

数値としては高かったものの、10％水準で有意

となるほどではなかった。

主観的健康について、年齢に関しては、20 代

と比較して、40 歳以上が「悪い」と回答する傾

向が強かった。健康診断等については、受診し

ている者と比較して、受診していない者の方が

「悪い」と回答する傾向が強かった。生活習慣に

関しては、規則正しく朝・昼・夕の食事をとっ

ている人、適度に運動をするか身体を動かして

いる人、睡眠を十分にとっている人は、それら

を行っていない人と比較して、「悪い」と回答す

る傾向が弱かった。所得から見た経済状況に関

しては、非貧困層と比較して、貧困層の方が「悪

い」と回答する傾向が強かった。なお、貯蓄か

ら見た経済状況に関しては、貯蓄非貧困層と比

較して、貯蓄貧困層の方が「悪い」と回答する

割合は、数値としては高かったものの、10％水

準で有意となるほどではなかった。

悩みやストレスについて、性別に関しては、

女性と比較して、男性の方が「悪い」と回答す

る傾向が弱かった。年齢に関しては、20 代と比

較して、30 代・40 代・50 代が「ある」と回答

する傾向が強かった。生活習慣に関しては、規

則正しく朝・昼・夕の食事をとっている人、適

度に運動をするか身体を動かしている人、睡眠

を十分にとっている人は、それらを行っていな

い人と比較して、「ある」と回答する傾向が弱かっ

た。所得から見た経済状況に関しては、非貧困

層と比較して、貧困層の方が「ある」と回答す

る傾向が強かった。なお、貯蓄から見た経済状

況に関しては、貯蓄非貧困層と比較して、貯蓄

貧困層の方が「ある」と回答する割合は、数値

としては高かったものの、10％水準で有意とな

るほどではなかった。

以上のように、身体的健康などに関する健康

状態については、年齢、健康診断受診の有無、

生活習慣などに加えて、経済状況が影響を与え

ている構図が確認された。貧困層であることも

貯蓄貧困層であることも共に健康悪化につな

がっていることが、係数の符号の正負から示唆

された中で、貯蓄貧困層についてはその影響力

が 10％水準では有意にならなかったものの、貧

困層については 5％水準で有意と認められた。

精神的健康などに関する健康状態については、

年齢、生活習慣などに加えて、経済状況が影響

を与えている構図が確認された。貧困層である

ことも貯蓄貧困層であることも共に健康悪化に

つながっていることが係数の符号の正負から示

唆された中で、貯蓄貧困層についてはその影響

力が 10％水準では有意にならなかったものの、

貧困層については 5％水準で有意と認められた。

５　身体的健康等に関する支援の検討
経済状況が厳しいことは、生活習慣等を統制

しても、健康状態に悪影響を与えている中で、

貯蓄に関しては有意とはならなかったのに対し

て、所得に関しては有意と認められた。この点

において、貯蓄以上に、いわば目の前の経済状

況としての、所得における困窮が、健康状態に

直結していると考えられる。

そうした構図の中で、健康診断等の受診が、
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身体的健康などを含む健康状態悪化を抑制する

様子も捉えられていた。そうした効果のある健

康診断等について、「国民生活基礎調査」では未

受診の理由も尋ねている。ここでは、その設問

を用い、人々の所得から見た経済状況との関連

性について検討する。具体的には、貧困層と非

貧困層について、該当者の割合を比較し、χ 2

検定を行った。その結果をまとめたものが、表

3 である。

その結果、非貧困層と比較して、貧困層が、

該当する割合が 5％水準で有意に高いと認めら

れた項目は、「費用がかかるから」「場所が遠い

から」「結果が不安なため、受けたくないから」

であった。

「場所が遠いから」「結果が不安なため、受け

たくないから」といった項目からは、健康診断

等の実施場所や、健康診断等のそもそもの重要

性などについて、改めて周知することの必要性

が示唆される。

そうした中において、貧困層と非貧困層で乖

離が特に大きかったのが、「費用がかかるから」

であった。貧困に分類される所得状況の人々に

とっては、健康診断等にかかる費用は、経済負

担が大きく、受診の障壁となってしまっている

可能性がある。この点については、身体的健康

などを含む健康状態悪化の深刻化を早期に抑制

するという意味において、無料健康診断の更な

る展開を含む、低所得層を対象とした健康診断

等受診に向けた費用面での支援といった貧困支

援も有効であると考えられる。

６　精神的健康等に関する支援の検討
一方、精神的健康などを含む健康状態の悪化

に関連して、悩みやストレスの有無に対しては、

健康診断等の受診が、有意になるほどの抑制の

効果があるわけでは必ずしもないことが確認さ

れた。この点において、健康診断等以外の方法

についても検討する必要があるだろう。

「国民生活基礎調査」では、悩みやストレスに

関する相談先についても尋ねている。ここでは、

その設問を用い、人々の所得から見た経済状況

との関連性について検討する。具体的には、貧

困層と非貧困層について、該当者の割合を比較

し、χ 2 検定を行った。その結果をまとめたも

のが、表 4 である。

その結果、非貧困層と比較して、貧困層が、

該当する割合が 5％水準で有意に高いと認めら

れた項目は、「病院・診療所の医師に相談してい

表 3　人々の経済状況と健康診断等未受診の理由

※「国民生活基礎調査」（2013 年）の匿名データより算出。
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る」「公的な機関の相談窓口を利用している」で

あった。また、そもそも「相談したいが、誰に

も相談できないでいる」「相談したいがどこに相

談したらよいかわからない」という項目につい

ても、有意となった。

非貧困層の半数以上が、悩みやストレスを「家

族に相談している」のに対して、貧困層は家族

に相談しにくい状況が確認された。そうした中

で、貧困層は誰に相談する傾向が強いのかとい

う点については、非貧困層に対して、病院・診

療所の医師、公的な機関の相談窓口などに相談

する傾向が強くなっていた。また、相談したい

という思いはありつつも、どこに相談すべきか

わからないといったことを背景に、他者への相

談に至っていないといった傾向も、貧困層にお

いては強く見られていたのである。

身内にもなかなか悩みやストレスについて相

談しにくい貧困層もおり、彼らが病院・診療所

や公的機関の相談窓口にそうした悩みを打ち明

ける傾向が強い中で、貧困層を対象とした無料

相談の拡充なども有効となると考えられる。ま

た、相談したいという思いがありつつも、相談

できていない状況を鑑みるに、悩みやストレス

に関する相談体制が展開されていることを、職

場を含めた様々な場を通じて、周知していくこ

とも重要であろう。

７　おわりに
さて、「国民生活基礎調査」の匿名データを用

いた分析を行った研究は、第一弾に位置付けら

れる研究を、より貧困層に着目する形で発展さ

せた第二弾にも位置付けられると先述したが、

その結果、以下のような知見が得られた。

まず、第一弾では検討の不足していた生活習

慣等が健康状態に与える影響について、規則正

しい食事・運動・睡眠が、身体的にも精神的に

も健康状態の悪化を抑制しうることが示された。

また、健康診断等を受診すること自体にも身体

的健康などを含む健康状態の悪化を抑制する効

果があると示された。

その上で、貧困により焦点を当てた本研究で

は、人々の経済状況として、所得に基づく分類と、

貯蓄に基づく分類を検討した。どちらの側面に

おいても、経済的困窮は、健康状態の悪化を促

進しうる様子が、係数の符号の正負から確認さ

れた。特に、所得の多寡によって分類された貧

困層であることは、身体的にも精神的にも健康

状態の悪化に繋がりうる傾向が有意であると確

認された。貯蓄以上に、目の前の経済状況とし

ての所得が、健康に寄与しているという構図か

らは、所得を踏まえた施策の重要性が改めて示

唆された。

加えて、健康診断等の受診が、身体的健康な

どを含む健康状態の悪化を抑制しうる中で、そ

表 4　人々の経済状況と悩みやストレスなどの相談先

※「国民生活基礎調査」（2013 年）の匿名データより算出。
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の健康診断等の受診について所得の観点から分

析を行い、その効果が有意とはならなかった精

神的健康などを含む健康状態については、その

相談先について所得の観点から分析を行った。

その結果、健康診断等の受診促進のために費用

面などでの支援を行っていくことの重要性や、

悩みやストレスに関する無料相談体制を拡充す

ることの重要性などが指摘された。無料での健

康診断や健康相談の取り組みを拡大していくこ

となどが、貧困層の将来的な健康悪化を未然に

防ぎうるという意味で重要であり、そうした取

り組みの実施やそもそもの重要性などについて、

周知していくことも重要であると示された。

所得から見た経済状況として、貧困であると

いうことは、年齢や生活習慣などを統制しても、

健康状態悪化の確率を高めているといった本分

析の知見を踏まえると、貧困層への健康支援を

拡充することの重要性は明らかである。現行の

制度として、低所得層などを対象とする診療事

業なども展開されてきた中で、健康診断や健康

相談も対象に入れるといった制度の拡充なども、

有効な対策の一つと考えられる。ただ、そうし

た制度変更に伴う費用対効果の検証なども必要

になると考えられ、そうした検証・検討につい

ては今後の課題とする。

【注】

1）本研究にあたっては、厚生労働省より「国民生

活基礎調査」の平成 25 年の匿名データの提供を

受けた（管理番号：4004502021001）。
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